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はじめに──問題の所在

今日、わが国の企業は、企業環境の急激な変化に

直面し、その対応を迫られている。情報化やグロー

バル化、低成長経済化、少子・高齢化社会の到来、

地球環境への配慮といった環境変化は、組織変革な

どの、現代の企業経営における構造変化を促す要因

となっている1）。これらの諸要因は、企業経営に対

して、よりいっそうの資源配分の効率化やイノベー

ションを要請している。

企業は、これまでの諸活動を調整する、すなわち

諸活動をコーディネートすることによって、資源配

分の効率化やイノベーションの要求に応えようとし

ている。例えば、近年における「事業の選択と集

中」2）などの進展は、その一つの事例である。このよ

うな企業内部におけるコーディネーションのあり方

は、企業それぞれでその内容を異にしており、企業

内部のさまざまな構造や制度（事業運営の枠組みや

ルール）の固有性、多様性およびその変容を理解す

るうえで極めて重要な視点である3）。

コーディネーションという概念は、それが枠組み

として重要であることは理解できても、概念が抽象

的であるため、いざ現実の事例を分析しようとすれ

ば、困難な作業を強いられることになる。この困難

さは、分析の基準が統一的でなく、一定の論理に

従っていないことに由来する。第一に、コーディ

ネーションを考察する明晰な分析道具をつくりあげ

る必要がある。本稿は、ペンローズ流の資源の集合

体としての企業観を援用しながら用語を整理し、経

営資源コーディネーション・モデルを試論的に提示

する。

第二に、コーディネーションのあり方と構造や制

度の関わりが問題となる。「事業運営の枠組みやルー

ル」は多くの内容を包含しており、包括的な説明が

難しい。本稿は組織とその変革に注目し、これを分

析対象とする。資源コーディネーションの仮説から

どのような組織変革のタイプがありうるかを、試論

的に論じていく。

小括として、本稿の狙いは、資源コーディネー

ションという仮説提示を出発点として、これと組織

変革の関係についての一試論を提示することである。

さらに、本稿で展開するフレームワークをさらに発

展させるための課題も明らかにしていきたい。

１．コーディネーションに関する既存理論の

含意

１－１． 価格メカニズムと計画

──伝統的なコーディネーション

コーディネーション概念は、「諸々の経済活動を

いかに調整し資源の配分と再配分を実現するか」と

いう問題設定に関係する概念として、これまで様々

な観点から論じられてきた。この諸活動の調整を実

現する代表的な見解は３つ存在する。以下、これら

の立場をそれぞれ簡単に紹介してゆく。

コーディネーションに関する１番目の立場は、新

古典派経済学が主張するような、《市場における分

権的な価格メカニズム》を利用する立場である。厚

生経済学の基本定理として、完全競争などのいくつ

かの仮定の下で、市場における利己的な各行為者が

利潤を極大化する行動をとることにより、需給の一

致するところで決定する価格が予定調和的に効率的

な資源配分を達成する。これがこの立場の見解を表

している4）。ここにおいて企業は技術的資源を有す

る生産関数として経済的行為を行なう単位体である。

企業内部への要素投入と結果としての産出のみが考

慮され、企業活動の内部過程はいわば「ブラック・

ボックス」として検討の対象となっていない。
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２番目の立場は、チャンドラー（A. D. Chandler,

Jr.）が主張するような、《企業における集権的な計

画》5）を通じたコーディネーションである。彼は、19

世紀後半から20世紀初めのアメリカにおける企業

が、いかにして生産と流通の変化してゆく過程を

担ったかを研究し、「経済活動のコーディネーショ

ンと資源の配分にあたって、近代企業が市場メカニ

ズムにとってかわった」6）と述べた。すぐ後で述べる

コースの用語法なら、市場における価格メカニズム

とは対極的な関係にある、企業家による権限メカニ

ズムと表現しうる。

１－２．両者の中間領域

──近年における新たなコーディネーション

３番目の立場は、コース（R. H. Coase）の主張に

代表されるような、《市場における分権的な価格メ

カニズム》と《企業における集権的な計画》が二分

法的に両方存在すると主張する7）。コースは、企業

存在の主要な理由を「価格メカニズムを利用するた

めの費用が存在する」8）ためであると述べ、この費用

と取引を企業内部に組織化する費用との比較大小を

論じることで、企業と市場の境界を説明する理念型

を作り上げた。

また、３番目の立場に関する新しい動向として、

いわゆる新制度派経済学が主張するような、市場に

おけるコーディネーションは価格メカニズムだけで

なく計画を通じても行われるし、また企業における

コーディネーションも同様に計画だけでなく価格メ

カニズムを通じて行われるとする見解がある9）。そ

れでは、以下、これらのコーディネーションの考察

を行なうことにする。

注目すべきことは、現実の企業内部において《市

場における分権的な価格メカニズム》と《企業にお

ける集権的な計画》の中間領域が存在することであ

る。この中間領域のあり方は、コーディネーション

過程を経て、いかに組織をデザイン（後述）するか

について、より広い見地を示してくれる。例えば、

組織における分権と集権10）をいかにデザインするか、

それにより企業内部にどの程度の競争状況を生み出

すか11）といった問題も、このような視点からの考察

が可能となる。計画を通じたコーディネーションは、

企業内部の管理過程に一定の意義を認めている点が

特徴的であるが、その集権的な管理は下位階層の創

造性にネガティブな影響を与えるなどの考察が可能

になるのである。本稿の役割はこの中間領域の概念

を提示することにあり、これを理論的かつ具体的に

展開するのは、別の機会に譲ることにしたい。

１－３．コーディネーション過程

さて、３番目のコーディネーションに関して、企

業内部においてどのような過程でコーディネーショ

ンが実現するかを検討することは、本稿の目的であ

る、資源コーディネーションと組織変革の関係を考

察する上で大切なことである。ここでは、ミルグロ

ム＆ロバーツ（Milgrom&Roberts）の業績にしたがっ

て、その内容をごく簡単に紹介し若干の課題となる

諸点を明らかにしておくことにする12）。

彼らは、コーディネーション過程を大きく２つに

区別した。１つ目は「資源配分属性」という、いわ

ば静態的なプロセスである。２つ目は「“イノベー

ション”属性」という、いわば動態的なプロセスで

ある。前者は、さらに①資源割当（assignment：任

務への資源割り当て）、②シンクロナイゼーション

（synchronization：割り当て済みの資源の同調13）を実

現する）、そして③デザイン（design：繰り返される

パターンを機械的手順にまとめる）という３つの過

程から成り立つ。また、後者は④“イノベーショ

ン”14）（innovation：企業内に新しい情報構造を構築

する15））として扱われている。これらは、いわば一

つの循環する過程をなしていると考えられる16）。①

資源割当からスタートし、それをうまく運用するよ

うに②シンクロナイゼーションを行い、そこで繰り

返されたパターンは③デザインで構造化される。も

しも環境変化などにより④“イノベーション”が必

要になったときは、もう一度①資源割当の段階から

コーディネーション過程を再スタートさせる、と

いった内容である。

このコーディネーション過程は、静態的な過程と

動態的なそれとを区別し、資源割当などの注目すべ

き概念整理を行なったが、それでもなお検討すべき
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若干の課題が残されている17）。そのうち一番重要な

ものは、“イノベーション”に関する詳細な議論が

見られないことである。なぜ“イノベーション”が

起こるのか、そして既存の枠組みが新たな資源割当

やシンクロナイゼーションに対していかなる制約を

課すのかなどのこの枠組みから生じる疑問のいくつ

かは、この問題に端を発しているのである。

２．企業資源ベース論とその含意

２－１．企業資源ベース論の概要

さて、いかにして先述の抽象的なコーディネー

ション枠組みを現実の事象の分析に適用できるよう

にするかが、次の検討事項となる。まず、複数の

コーディネーションを結びつけ、新しいコーディ

ネーション概念を提起するにあたっては、これら複

数の異質な企業観を統合しうるような新しい企業観

を構築しなければならない。著者は、企業資源ベー

ス論の主張するような、ペンローズ流の《資源の集

合体としての企業観》を提示する18）。次に、この企

業観に示される「資源」の用語を規定し分析道具を

構築しなければならない。

企業資源ベース論は、ペンローズ（E. T. Penrose）

の企業成長理論を思想的な根源に、1980年代中葉か

ら徐々に発展してきた19）。この所説が既存の経済学

理論に対してなした重要な貢献の一つは、資源の異

質性（heterogeneity）と移転不可能性（immobility/

imperfect mobility）に関する仮定20）を採用したことで

ある。この仮定によって、ポーター（M. E. Porter）

理論でいう同じ競争ポジショニングにある諸企業間

において、各企業固有の資源が企業間の業績の差異

をもたらしうることが考察可能になった21）。同理論

の課題としては、基本概念の混乱と動態的視点の欠

如が指摘されている22）, 23）。以下、この２つの課題を

考察してゆく。

２－２．基本概念の混乱

まず、第１の課題である基本概念の混乱に関して、

理論の中核をなす資源（resource）、資産（asset）や

組織能力（capability）の定義が論者によって異なっ

ている。その詳細な比較検討は別の機会に譲ること

にし、本稿で使用する主要な用語についてここで規

定しておくことにする24）。

あらゆる「モノ」は資産として位置づける。すな

わち、「資産」とは、組織目標を追及する過程で組

織が利用しうるあらゆる有形・無形なものである。

そして「能力」は２種類に区別する。第１の能力は

「技能（skill）」であり、これは個人が物事を為しう

る能力を指す。第２の能力は「組織能力」である。

これは、個人でなく、組織が物事を為しうる繰返し

可能な行為パターンである25）。そして、「資源」は、

これら資産＋技能＋組織能力を包摂する統合概念で

あり、物的資源（無形資産も含む）・人的資源・金

銭的資源の３つに大別される。このような資源規定

によって、従来の理論における資源観との矛盾がな

く、かつ資源の複合的側面26）も考察できるため、現

実の事象の分析に向けてさらに一歩近づくことがで

きる。

２－３．動態的視点の欠如

次に、第２の課題である動態的視点の欠如は、企

業資源ベース論の中でも“強みある資源”を競争戦

略論的に取り扱う視点27）に対して投げかけられた批

判である。ただし、近年になり、企業資源ベース論

の動態性は、ティースら（Teece, et al.）の主張する、

いわば資源の新結合を意味する「ダイナミック・ケ

イパビリティー」28）によって、本格的に導入される
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ようになったことは特筆に価する29）。彼らは組織過

程として、①統合（integration：諸資源の結合と組織

プロセスの構築）、②学習（learning：フィードバッ

ク 情 報 に 基 づ く 新 機 会 の 探 索）、③ 再 形 成

（reconfiguration：資源の更新と転換）の３つを検討

した30）。

このダイナミック・ケイパビリティーの議論につ

いて意義と限界を考察する。この概念は、シュン

ペーター（J. A. Schumpeter）のいう「動態性」31）を

扱っている点、そしてペンローズ的な企業成長観32）

を継承している点で深い洞察を導いている。しかし

ながら、資源の新結合を考慮すると組織過程①統合

と③再形成の区別が曖昧になる点、そして①統合に

ついて資源の結合と組織プロセス構築は異なる性格

なので区別して論じるべき性質のものであるという

点で、この分類には課題が残っている。

３．資源コーディネーション概念とその動態

性

３－１．２つの理論の統合

ここでは、先述してきた２つの理論──コーディ

ネーションの既存研究と企業資源ベース論──を統

合し、資源コーディネーションというフレームワー

クを提示する。これら２つの理論を接合するキーポ

イントは、企業観、動態性そして組織過程である33）。

まず、企業観について、本稿は、まず企業活動は

企業内の諸資源を変更したり分離結合したりするこ

とであると捉えることにより、ペンローズ流の《資

源の集合体》としての企業観を継承した。さらに、

意図的にまたは環境適応的な変革の契機を出発点と

した、それら諸資源の分離結合のあり方によって規

定された《制度》の要素をこれに加味することに

よって企業を捉えている34）。これにより、効率的な

資源配分メカニズムを研究対象とし、資源交換が行

なわれる市場取引およびその内部化（構造化）のあ

り方を分析し議論する既存のコーディネーション理

論と、そして企業の持続的競争優位を主たる研究対

象とし、競争ポジションも考慮しつつ企業内部にお

ける強みある資源の構築を分析し議論する企業資源

ベース論とを同じ土俵の上で比較することが可能に

なり、ここに両理論の統合の道が開かれることにな

る。併せて、資源概念の明確化（先述した）は、現

実の事象を分析するための一つの道具を提供した。

この企業観はその根底に「資源」を内包しており、

この意味において、これから提示する新しいコー

ディネーションは「資源コーディネーション」と呼

ぶにふさわしいといえる。

２点目の動態性について、既存のコーディネー

ション理論が未経験の事態に臨み新しい情報構造を

構築する視点からこれを捉えていたのに対して、企

業資源ベース論は動態的視点の欠如への批判をダイ

ナミック・ケイパビリティー概念の導入により突破

した。いわば、既存の資源コーディネーション理論

が抽象的に捉えていた動態性を、企業資源ベース論

が３つの組織過程という、より具体的な形で展開し

たといえよう。

３点目の組織過程については、企業資源ベース論

に欠落していた部分を既存のコーディネーション理

論が部分的に補ったといえる。企業資源ベース論が

提示した３つの組織過程はそのタイプ分類に課題を

残していた（先述した）。既存のコーディネーショ

ン理論における資源割当は、ダイナミック・ケイパ

ビリティーの組織過程である資源結合とその更新や

転換を包摂しうる概念である。企業資源ベース論は

また、シンクロナイゼーションに相当する概念装置

を提示していない。しかしながら、同理論は変革の

契機としての学習概念を提示し、この点で同理論は

既存のコーディネーションに欠落した部分を補った。

上述の諸点をまとめると、一見したところ接点が

ないと見られがちな35）両理論は、一定の企業観と枠

組みの下での分析が可能であり、そこから分かるこ

とは、両理論はいわば補完的関係にあり、ここに統

合の余地があるということである。

３－２．資源コーディネーション過程

前項で２つの理論がどのように統合しうるかを考

察し、新しいコーディネーションの企業観などが明

らかになった。ここでは、さらに考察を深め、資源

コーディネーション過程をあきらかにする。これを



─ ─67

資源コーディネーションと組織変革に関する一考察

特徴付けるキーワードは、変革の契機、資源調整

（資源割当と資源同調）、そして構造化の３つに大別

される。以下、これらのキーワードを概観しつつ、

最後にキーワードを結びつけ、新しい資源コーディ

ネーションのモデルを提示する。

１ 変革の契機（trigger）

第１番目の資源コーディネーション過程は「変革

の契機（trigger）」である。経営者による戦略的意図

を反映する「意図型」か、あるいは市場等の環境変

化に促される「反応型」の２種類の契機から変革が

起きる。これらの契機は、それを出発点としてス

タートする資源コーディネーション過程に、ある種

の方向性36）を与える役割を果たしている。この変革

の契機を導入することにより、これと資源コーディ

ネーションや企業制度に関してのより深い考察が可

能になる37）。ただし、現実にはこの２種類は複雑に

絡み合っており、今後、操作性を高めるためには、

何らかの判定基準が必要となろう38）。

２ 資源調整（resource adjustment）

第２番目の資源コーディネーション過程は「資源

調整（resource adjustment）」であり、全過程の中で

も中心的な位置づけをなしている。これは、さらに

資源割当と資源同調の２つに大別される。変革の契

機によって必要な資源が動員され（資源割当）、方

向付け（資源同調）される。通常の、すなわち静態

的な資源コーディネーション過程は、これら資源割

当と資源同調の絶えざる相互作用と微調整を繰り返

しながら39）、目的達成に向けて徐々に近づいてゆく

過程である。以下、この資源割当と資源同調のそれ

ぞれを見てゆく。

（2-a）資源割当（assignment）

資源調整を構成する１つ目の要素は「資源割当

（assignment）」である40）。これは、先述の１変革の

契機ののちの計画段階として必要な諸資源が動員さ

れる過程である。この内容としては、既存の資源相

互の“分離”と“結合”が核心をなしている。資源

は結合したり分離したりすることでプラスまたはマ

イナスのシナジー効果を生む41）, 42）。この分離結合

は、永続的ではないにせよ、ある程度の安定性を示

す傾向がある。このことは逆に、既に存在する資源

結合を分離するなど、変化の試みに対する抵抗とな

りうることもまた意味している43）。

（2-b）資源同調44）（synchronization）

資源調整を構成する２つ目の要素は「資源同調

（synchronization）」である40）。これは、先述の通り、

計画段階として割り当てられた資源を、目的達成な

どに向けて、一定の向きに方向付けする過程である。

つまり、先述の資源割当が計画を立てるのに対して、

この資源同調は割り当てられた資源を運用するもの

である。各種資源は放っておけば分散された方向へ

ばらばらにその努力をむける可能性があり、これで

は資源の持つ機能や用益の無駄遣いにつながってし

まう。このことは、この事態を防ぐような動機付け、

コミュニケーション、あるいはルール作りなどの資

源同調の過程の発生となって表現される45）。注意し

ておくべきことは、資源割当で意図したことであっ

ても、変化への抵抗などの諸要因から、資源同調に

失敗することもありうることである。

３ 構造化（design）

第３番目の資源コーディネーション過程は「構造

化（design）」である。２資源調整の段階で、最初は

経営上の意思決定としてのプロセスを経て決まって

いたものであっても、それが繰り返されるうちに企

業内部に構造化されることがある。この構造化には

２つのパターンがある。１つ目のパターンは、事業

運営の枠組みやルールなどによく見られるものであ

るが、結果的に「制度」として企業内に構造化され

るものである。これは、その制度が制定されてから

（または制定と同時に）比較的早い段階で、ほとん

ど微調整されることもなく構造化される。２つめの

パターンは、比較的長い時間をかけて、微調整を繰

り返しながら徐々に企業内部に埋め込まれてゆく、

いわば「ルーティン」としての構造化である46）。

この構造化は、（2-a）資源割当と（2-b）資源同調

の資源コーディネーション過程の結果として起きる。

このため、資源調整の過程に成功したか失敗したか

は、この構造化された結果である諸々の制度やルー



─ ─68

NUCB JOURNAL OF ECONOMICS
AND INFORMATION SCIENCE VOL. 48 NO. 1

ティンなどが、企業目的などを考慮のうえで、相互

にいかに「整合的」47）であるかを調べれば判定可能

である。構造化が「整合的」でない（非整合的）と

いう場合、それは、資源割当か資源同調のどちらか

における失敗、あるいは資源コーディネーション過

程の結果としての諸々の制度やルーティンの不整合

（たとえ個々の資源割当・資源同調は成功だとして

も）などを理由として生じうる。

上述してきた部分までが、資源コーディネーショ

ン過程の各要素の説明にあたる。次に、資源コー

ディネーションの動態性について、若干の考察を加

える。この動態性については、著者はシュンペー

ター流の立場に立っている。したがって、そのコー

ディネーション過程が、既存の均衡の内部における

変化や改善をもたらすものに止まる限り、それは

「静態的」なコーディネーションであるという。他

方で、もしそれが既存の均衡を破壊して新しい均衡

を創造したならば、そのコーディネーション過程は

「動態的」であるという。

より具体的には、資源コーディネーションにおけ

る既存の均衡とは、既に確立し安定した構造化を

伴っている制度やルーティンのことである。この制

度やルーティンの変更を伴うコーディネーションで

あれば、それは動態的であり、そうでなければ静態

的ということになる。

さて、最後に資源コーディネーションのモデルを

提示する。まず、第１回目のコーディネーション過

程は２資源調整から出発する。すなわち、何らかの

事業計画に基づいて（2-a）資源割当と（2-b）資源

同調を行う。この２資源調整の結果は、企業制度と

してあるいはルーティンとして、一旦企業内部に３

構造化される。ひとたび構造化された企業制度は、

均衡として保持され、安定的になる。

第２回目以降のコーディネーション過程は、第１

回目のそれとは少し異なったものになる。ひとたび

確立された均衡が変化するためには、そのためのい

わば１変革の契機が必要になる。この変革の契機に

は、経営者による「意図型」かまたは環境変化への

「反応型」かの２種類が存在し、これを出発点とし

て資源のコーディネーション過程が再スタートする

ことになる48）。第１回目の資源コーディネーション

過程は新たな均衡を創造するだけであったが、第２

回目以降は、既存の均衡を破壊し、また新しい均衡

を創造し直すという、より複雑な過程となる。既存

の安定した均衡を破壊するとき、変化への抵抗が生

まれる。このとき既存の構造化の整合性の程度がと

ても高いものであったり、その構造化のもとで企業

が成功体験をすればするほど、その構造化の安定性

はそれだけ高いものとなる。構造化された結果とし

ての制度やルーティンが安定すれば、それは、その

安定化の程度にしたがって、変革への抵抗という形

で現れる。したがって、２回目以降のコーディネー

ション過程は構造の微調整にとどまる傾向を示す。

すなわち、第２回目以降の資源コーディネーショ

ンにおける２資源調整の過程は、試行錯誤を通じて、

資源割当と資源同調の密接な相互作用を何回も繰り

返すことになる。これは、均衡達成に向けての静態
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的な資源コーディネーション過程である49）。しかし

ながら、長期間にわたる漸進的な変化が蓄積してゆ

くと、ある点を越えた段階で、構造化された既存の

均衡が崩れ、システミックに制度やルーティンが変

更されることがある。これは均衡の破壊を伴う動態

的な資源コーディネーション過程である50）。

４．小括

４－１．若干の要約

今回の小稿は、資源コーディネーションの概念提

示を行なった。まず、既存のコーディネーション理

論をサーベイし、価格メカニズムと計画の中間領域

に相当するコーディネーションが存在することを指

摘した。また、コーディネーション過程を分析し、

その意義と限界点を整理した。次に、ここで問題と

なった動態性に関して新たな視点から解決するため、

企業資源ベース論の概要を紹介し、この理論に対し

て指摘されている２つの批判、すなわち基本概念の

混乱と動態的視点の欠如の問題を考察しながら、現

実の事象を分析できるような用語体系と、同理論の

意義と限界を整理した。そして、これまで考察して

きた２つの理論の統合作業に取り掛かった。両理論

がいかなる理論構築を行なっているかを、その根底

部分まで立ち入り、そこに両理論共通の基盤を見出

し、資源コーディネーション枠組みを新たに構築し

提示した。今後、次のテーマとして、組織変革を分

析するに相応しい研究成果があがったと著者は信じ

ている。

４－２．次のテーマ

本稿の目的は、資源コーディネーションと組織変

革に関する一試論を行い、理解をより深めることで

あった。今回の小稿は、まず、資源コーディネー

ションの概念提示を行なってきた。次回の小稿は、

組織変革に関する既存理論を部分的に紹介しつつ、

これを資源コーディネーションの枠組みに位置づけ

てゆくとともに、具体的な組織変革事例を挙げなが

ら、これを説明してゆくつもりである。

注

１）植竹（2000）は、こうした側面を「企業制度変容の諸契

機と要因」（pp. 9–12）として捉え、より立ち入った分析を

行なっている。

２）例えば、日立製作所は、本年１月に明らかにした「i.e.

HITACHIプラン II」という次期中期経営計画（2003–2005

年度実施予定）の中で、グループの強みである技術・知識

の融合による新事業の創出に加えて、売上高にして２割程

度の既存事業からの撤退などによる、ドラスティックな経

営改革に取り組んでいる。

３）植竹（2000）によれば、企業制度は「事業運営の枠組み

ないしルール」（p. 3）と定義する。ゲーム理論は制度の多

様性（複数の均衡）を説明するが、制度変革は「従前の均

衡の変容」（p. 8）として位置づけられている。本稿の組織

変革の立場も基本的にこれに基づいている。

４）完全競争が行われていなかったとしても、この価格メカ

ニズムはコーディネーションとして有効である。これは、

Chamberlin（1962）が「独占的競争（monopolistic competition）」

と述べた点に端的に表れている。彼は、独占的均衡が「個

別的均衡だけでなく集団均衡をもあつかう」（邦訳、p. 88）

と述べ、生産物が分化した条件における複数均衡の概念を

導入した（詳しくは第４章を参照）。ゲーム理論は、この複

数均衡の操作性を高めている点で注目すべき理論である。

５）ここで「社会主義における計画経済システム」の思想を

敢えて取り扱わないことにする。企業が完全に政府の計画

管理下に置かれる事態は、本稿で想定しないからである。

６）A. D. Chandler（1977）、邦訳、p. 4。傍点箇所は筆者が修

正を加えた。

７）３番目のコーディネーションとしては、Richardson（1960,

1972）の主張するような「企業間の協業」もまた存在する。

彼は、ハイエクらオーストリア学派と同様に、分散された

不完備情報に注目し、マーシャル流の情報構造としての市

場観を持っている。こうした議論については、Foss& Loasby

（1998）も参照のこと。コースとは異なる分析視角であった

が、やがてウィリアムソンら新制度派経済学の流れに統合

されていった。

８）Coase（1937）、邦訳、p. 44。この費用は「取引費用」と

して研究されている。

９）詳細については、Milgrom & Roberts（1992）、とりわけ

第Ⅱ部を参照のこと。この新しい立場の理論をテキストと

して比較的まとめられた形で紹介している。この立場は、

コースを出発点とし、ウィリアムソン、グロスマン、ハー

トらが発展させてきた、不確実性の下での意思決定をモデ

ルに組み込んでいる。論者により、企業を契約の束、ある

いは物的資源の集合体などと捉える。

10）例えば、March & Simon（1958）もまた、ハイエクの競

争観を紹介しながら、価格とプランニングを対置させて議

論を展開する中で、組織の視点から「価格の伴わない分権
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化」という、いわば中間領域の概念を提起した。この議論

については同書第７章を参照されたい。

11）このような競争観は、Hayek（1964）が「財やサービス

の性質のために、理論的意味における完全市場をつくり出

すことがまったく不可能なような分野においてこそ、競争

の必要性は他のところにおいてよりも大きい」（邦訳、p.

95）といみじくも指摘したところである。これは、価格と

いうシグナリングが有効に作用しない条件下であっても、

「競争」を行なうことにより、有効な資源配分が実現しう

ることを示唆するものである。

12）詳しくはMilgrom & Roberts（1992）、第３章および第４

章を参照。彼らが４つのコーディネーション問題と呼ぶも

のをここでは分析している。著者は、テキストにおける順

序を一部変更し、これをコーディネーションのプロセス

（過程）として理解している。

13）各資源がばらばらな方向に離散しないように、ある意図

された方向に足並みを揃えることを意味する。

14）この用語に引用符（“ ”）を付した理由は、シュンペー

ターの提示したイノベーション概念とこれを区別するため

である。引用符付きの“イノベーション”は、新旧の情報

構造に主眼が置かれており、旧い均衡の破壊と新しい均衡

の創造を明示的に考慮していない。

15）新しい情報構造の構築に関して、ミルグロム＆ロバーツ

がこれを明示的に述べているわけではない。ここでの彼ら

の主張点は、例えば、未経験の事業を組織が行なおうとし

たとき、旧システムで入手可能な情報では不十分となる。

彼らは、この不足情報をいかにして補う仕組みを作るかに

対して、大きな関心を寄せているのである。

16）ミルグロム＆ロバーツは、これら４つのコーディネー

ション問題を紹介して解説しただけである。彼らにその意

図があったかどうかはともかく、これら４つの問題に順序

を与えてコーディネーション過程を導出したことを明示す

る記述は見られない。

17）とりわけMilgrom&Roberts（1992）の第４章の内容に関

しては、それがいまだ発展途上にある未完成の枠組みであ

ることは、彼ら自身もその著の中で認めているところであ

る。

18）今回は、資源コーディネーションと組織変革に関する一

試論を行なうことが本稿の目的である。近い将来に別稿で

改めて、ここで仮説として提示した企業観がコーディネー

ションに関する既存理論を統合する適当なものであること

を論証するつもりである。ただ、筆者の考えによれば、取

引や契約は、経済主体相互が、明示的または暗黙的に、有

形無形の「資源（ここでは資産：後述）」を「コーディネー

ションの一過程として（スポットでまたは制度的に）」交

換する行為である。

19）Wernerfelt（1984）と Rumelt（1984）の業績が一つの出発

点をなしている。企業資源ベース論の初期～中期までの発

展については、拙稿（2002）を参照されたい。また、同理

論の基本的な論文は Foss（1997b）に所収されている。

20）Barney（1991）, pp. 103–112；Peteraf（1993）, pp. 180–186に

詳しい。

21）ここを起点に企業資源ベース論は大きく２つに分派した。

１つ目は、競争戦略論の立場から、強みのある資源をいか

に作り出して、持続的競争優位（sustained competitive

advantage）を達成するかを問う立場である。２つ目は、進

化経済学や学習論などの立場から、資源の path-dependence

などに注目し、その資源の企業固有性と資源相互の結合シ

ナジーを問う立場である。これらの点については、拙稿

（2002）を参照のこと。

22）企業資源ベース論に対するその他の課題として、トート

ロジー問題なども指摘されている。トートロジーとは同義

反復の問題であり、ここでは強みある資源と持続的競争優

位の理論的な位置づけに関する問題を指す。強みが成功を

導くのか、それとも成功するから強みがあるのか、両者の

論理関係は明確になってない。成功事例の分析に囚われる

とやや陥りがちな罠となる。本稿では、強みは成功のため

の必要条件と位置づけ、成功が持続するためには環境変化

に対する何らかの反応が必要であるとする立場に立つ。

23）Foss（1997a）は、企業資源ベース論の課題について比較

的によくまとめている。

24）例えば、Sanchez（2001）, pp. 4–7などを参考にしている。

25）Nelson &Winterや Langloisなどの進化論者が「ルーティ

ン」と呼ぶものと類似の概念である。

26）資源の複合的側面とは、同じ資源が企業経営に対しても

つ多様な意味合いを指すものである。例えば、ある人物は、

企業にとっての１つの労働力であるという意味で「資産」

であるとともに、その人物が有する能力という意味で「技

能」を体現する。つまり、複合的な側面をもった「人的資

源」として取り扱うことができる。同様にして、技術も資

産と組織能力の両面を持ち合わせた「物的資源」である。

詳細は、今後、別の論文で示すつもりである。

27）資源ベース論の研究系譜については、脚注21も参照のこ

と。

28）「変化する環境に対応して、組織のもつさまざまな資源

を適切に組織化する能力」と定義されている（Teece, et al.,

1997, p. 515）。
29）といっても、同理論に時間軸そのものが存在しなかった

わけではない。たとえば、ディエリックス＝クール（Dierickx

& Cool, 1989）は「資産蓄積」という、均衡実現に向けて

の、いわば静態的な時間軸を考慮に入れていた。また、一

度達成した競争優位を隔離メカニズムなどによって守りつ

つその優位性を持続させるという視点も古くから存在した。

30）Teece, et al.（1997）, pp. 270–273を参照。

31）Schumpeter（1912）に示される動態性の諸特徴は、資源

の新結合（new combination）の結果としての、１均衡へ向
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かう軌道の変更、２その結果としての新しい均衡への移動

である。これが均衡の破壊と創造と呼ばれるものの正体で

あり、具体的には新製品の開発など５例を挙げた。本稿の

枠組みで言えば、前者は既存のコーディネーションのあり

方そのものの変更として、そして後者は、コーディネー

ション過程を経た結果、新しくデザインされた制度として

位置づけられる。ダイナミック・ケイパビリティーの議論

における①と③はまさしく「資源の新結合」と呼ぶにふさ

わしい。

32）ペンローズ的な企業成長観とは、新機会に臨み、未利用

資源を活用し、管理組織などの革新を遂行することである。

この新機会は、新しい経営理念の導入または製品・技術の

変化への対応によって得られ、これが変革の契機をなす。

この意味で②について新機会の探索として学習を取り扱っ

ている点は、まさに変革への契機としての戦略的意図と環

境対応（学習）の両面を扱っているといえよう。また、新

機会の探索は未利用資源の有効活用に通じる考え方である。

33）これら３点を考察するにあたり、既に述べてきた議論の

二重の繰り返しをできるだけ避けた。このためここでの説

明だけでは説得的でないように思われる箇所がいくつか存

在する。そのときには、それぞれの理論の項目を、今一度

立ち返ってご参照いただきたい。

34）この企業観は、例えば、Barnard（1938）が「二人以上の

人々からなる意識的に調整された諸活動と諸力の体系」（ p.

81、邦訳は p. 84を参考にした）と捉えた近代組織論にお

ける組織観と比較して大きく異なるものではない。ただし、

諸活動や諸力の調整は、意図的にだけでなく、環境適応的

にも行われうるとする点で、やや立場が異なる。

35）一見したところ、既存のコーディネーション理論は経済

学に属するマクロの理論であり、他方で、企業資源ベース

論は経営学に属するミクロの理論であるように感じる。こ

の脚注は、その感覚を検証することなく、両理論の接合は

不可能だと述べる一部の見解を指すものである。

36）この変革の方向性とは、ある場合には、経営計画などに

示される目標などが（意図型）、また別の場合には、他社

の成功事例の自社導入など（反応型）を具体的に指す。

37）より具体的には、変革の契機は、コーディネーションに

必要となる新しい情報の所在とその入手経路（分権的また

は集権的）を明らかにしうる。これは、その後の資源コー

ディネーション過程ならびにその結果としての構造化され

た企業制度のあり方に影響を与える。したがって、変革の

契機、資源コーディネーション過程そして企業制度の３つ

をタイプ分類し、それらの関係を考察するときに有用な概

念装置となりうる。また、別の機会に改めて詳細を論じる

ことにしたい。

38）例えば、意図型としては何らかの戦略的計画の策定、対

応型としてはベンチマーキングなどが挙げられよう。その

他に、時間軸を考慮に入れ、その行動決定に要した時間か

ら判定することにも検討の余地がある。

39）例えば、まずは目的に向けて情報収集のあり方が規定さ

れ、必要なプロジェクトチームなどが組織される。ここで

このチームに対して必要な人的資源などの資源割当が行な

われ、チームが組織される。ときには人的資源を引き抜か

れる部署の抵抗に遭って、この資源割当の試みが失敗に終

わることもあるが、これはまさに資源同調の失敗を意味す

る。もしこの試みが成功したら、次に、プロジェクトチー

ムが目的に向けて何らかの計画を策定し、これに沿って資

源割当と資源同調が行なわれる、つまり資源コーディネー

ション過程が再スタートする。それが済んでも、さらに企

業内に配分された資源が有効機能するようこれを動機付け

るための資源割当と資源同調の過程に突入する……などで

ある。

40）この資源割当と資源同調は資源コーディネーションの一

過程として密接な相互作用の下にあり、この成果は３構造

化の「整合性」尺度として表される。

41）本稿において、資源を要素分解する試みを行なっている

が、これはテイラー主義的な思想と同じものではないこと

を指摘しておく。本稿は、ただ要素分解するだけでなく、

シナジー効果を取り込んでいる。すなわち、資源の結合と

分解、そしてそれらの再組換えのとき、プラスまたはマイ

ナスのシナジーが発生することを想定しているのである。

42）例えば、２人の人的資源が存在し、彼らを同じ部屋で仕

事をさせたとき、彼らの性格等によってプラスまたはマイ

ナスの結合シナジーが生じうることは、よく知られている。

このとき、新たな資源割当によってこの２人のうち片方が

配置転換し別々に仕事をする場合、この資源分離によって

プラスまたはマイナスの分離シナジーが発生するであろう。

このことは、変化への慣性または抵抗をある程度説明して

くれる。また、ここで考察する資源は、企業内部にもとも

と存在していたものと、外部からの導入などによって新た

に企業内に生まれたものの両方を対象とする。

43）これについて、意図的に組織スラックを作り出すことに

より、新結合を導くための余裕資源をもたせておく考え方

もある。これもたしかに一種の資源割当である。しかし、

これは全社的な資源割当の効率性、または資源の効率的な

利用の見地から、問題視する向きもあるかもしれない。

44）同調という用語の意味については、注13）を参照。

45）とりわけ、人的資源は意思を持っており、バーナード流

の全人仮説と権限受容説を援用するまでもなく、企業が仕

事を割り当てて方向を指示したとしても、それだけでは必

ずしもその命令が個人の権限受容の無関心圏内に収容され

るかどうかは分からない。したがって、インセンティブを

与えたり、業績評価のルール作りを行なったりすることに

より、その無関心圏を広げてゆくのである。

46）組織慣性と呼ばれることもある。これは、Nelson&Winter

らの進化論者が詳細に論じている。組織慣性に陥るプロセ
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スとそのメカニズムについては、木原（2002）を参照のこ

と。

47）整合的であるとは、いくつかの要素が相互に矛盾を含ま

ないことを意味する。

48）ここで資源の「認知・解釈の枠組み」が重要な役割を果

たす。この枠組みそれ自体は、組織内に構造化されている

が、これもまた何らかの契機で変化しうる。例えば、経営

者という人的資源の意図が介在することもあれば、他組織

の成功事例を移植しようとすることもあろう。

49）もし、このコーディネーション過程から組織が何かを学

習した場合、このショートサイクルはシングルループ学習

と呼ばれることもある。この学習を繰り返し実施できるよ

うに構造化したものが、いわゆるダブルループ学習である。

ただし、コーディネーション過程から学習できる程度は、

組織により異なる。なぜなら、技能には個人間の差が存在

するし、学習を構造化するプロセスも組織間で異なるから

である。

50）こうした漸進的な変化から生まれる動態的な資源コー

ディネーションに加えて、変革の最初から意図的に既存の

均衡を破壊して、一から新しい均衡を創造し直す試みもあ

る。これは、いわば不連続的な変化から生まれる動態的な

資源コーディネーションである。例えば、危機的な状況下

にある組織をドラスティックに立て直さなければならない

ときに、こうしたコーディネーションによって活動の調整

がなされることもある。
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